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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、災害被害を受けた地域において復興政策を導入する際に、ソーシャル・キ
ャピタルがどのように作用するのかを明らかにすることである調査対象地域は2004年に発生したスマトラ島沖地震によ
って津波被害を受けたインド南部の2村であるこれら両村の住民を対象にアンケート調査を実施し、統計的な分析を行
った。 研究成果は2015年広島で自然災害国際学会と2016年パリで行われた国際学会に発表した。パリで国際学会賞受
賞出来ました. ２本目の論文もElsevier のRisk and Disaster Management 査読付き雑誌に論文を投稿し現在結果待ち
です。

研究成果の概要（英文）：The objective of this research is to determine what important roles are played by 
social capital in the implementation of recovery policies for areas affected by disasters. We will 
compare two districts in India where tsunami recovery has either failed or been successful. In 2004, the 
Sumatra Tsunami in the Indian Ocean killed more than 14,000 people and left 50,000 people homeless. 
Regardless of the cultural background or ethnicity of victims, disaster recovery greatly depends on 
social capital. This research included a questionnaire survey administered to people in two 
tsunami-affected districts and compared the types of social capital that can be associated with disaster 
recovery. The result is that the style of each community prior to the disaster and the presence of a 
strong village leader are both crucial for the successful implementation of a recovery program.
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１．研究開始当初の背景  

2004 年スマトラ島沖地震で発生した津波は、

14,000 人以上の人命を奪い 50, 000 人から家

屋を奪った。地震発生から 10 年、被災地を

見ると安全な場所に立地する新しい住居に

移住を果たし復興に成功した集落がある一

方、未だに安全の確保されない場所での暮ら

しを続けている復興から程遠い状況にいる

集落も多くある。同じ被害を受けながら復興

に成功した集落と復興を未だに果たしてい

ない集落、この両者を分けたものの背後にあ

るものは何なのであろうか? 

 

２．研究の目的 

災害被害を受けた地域において復興政策を

導入する際に、ソーシャル・キャピタルがど

のように作用するのかを明らかにすること

である。集落の形態や強力なリーダーの存在

といった震災前に築き上げてきた社会的資

本がいかに震災後の復興に重要な役割を果

たしたのかを明らかにしていくことで災害

及び開発分野における先行研究に貢献して

いくことを目的としている。本研究の調査対

象地域は、2004 年に発生したスマトラ島沖地

震によって津波被害を受けたインド南部、タ

ミルナドゥ州の 2村である。これら両村の住

民を対象にアンケート調査を実施し、統計的

な分析を行った。政府の財政支援に対する住

民の満足度が復興への成功を導く一つの要

因であることは確認できたが、復興プロセス

における住民の経済的影響については明ら

かになっていない。東日本大震災においても、

物資支援や財政的支援は足りていても被災

者の職がなく、経済的回復に時間がかかって

いる。 

 

３．研究の方法 

本研究は、震災前は海岸から15m-20mに立地

し同様の被害を受けた2つの隣接する集落

Korai (震災前142世帯、震災後102世帯) と

Sattan (震災前346世帯、震災後313世帯) と

いう集落を対象として調査を実施した。震災

後、両集落の住民の為にNGOを始めとする機

関が海岸から遠いより安全な場所に新居を

用意したのに対し、規模の大きいSattanは集

落ごと新居に移住し新生活をスタートさせ

復興を成し遂げた一方、規模の小さいKorai

の集落の住民は彼らの生業を営む海から遠

くなるという理由から移住せず未だに安全

が保証されない元の場所での生活を送って

いる。この両集落の震災後の復興の成否を分

けたのは何であったのか？を明らかにすべ

く本研究ではこの2つの集落の住人各250人

にインタビュー調査を行い震災前に構築し

た社会的資本、特に集落の強力なリーダーの

存在が復興に果たした役割を計量経済学モ

デルを使って分析した。インタビュー調査は

各集落の住人250人ずつを訪問し、住民の年

齢・婚姻状況・子供の数・学歴・家族構成・

職業などの人口統計学的な質問を含めたア

ンケートに答えてもらう方式で実施した。 

 
４．研究成果 

本稿では、この二つのコミュニティで実

施したアンケート調査の結果等のデータに

基づいて、津波被害に関する社会関係資本

のあり方に関して、比較分析を行った。そ

の結果、以下の点が明らかになった。津波

被害からの長期的な復興に関して、被災以

前のコミュニティのあり方の違いが強く影

響していた。まず、津波被害からの復興の

ための移転を拒否し、旧来からの位置に留

まる意向の強かったコミュニティでは、村

民間の結束が強く、村のリーダーを尊敬し、

リーダーに従う傾向が強かったため、被災

以前において、コミュニティの機能がよく

働いていた。しかし、村のリーダーが、イ

ンド政府による津波被害からの復興施策に

従うことに対して、疑念と抵抗感をもって

いたため、村民はインド政府の復興支援を

活用しなかった。その結果、コミュニティ
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は、孤立して、被災地域に取り残されたま

まとなった。もう一方のコミュニティでは、

村民間の結束はそれほど強くなく、被災以

前において、村のリーダーによる運営は必

ずしも成功していなかった。そのため、村

民はインド政府の復興施策に従い、また、

国際 NGO による支援を歓迎していた。この

他に、被災以前に、コミュニティの規則に

従う村民は、コミュニティの再建のために、

政府の復興施策により積極的に従い、国際

NGO の支援を活用していた。 

以上より、社会ネットワークの強さ、コ

ミュニティに対する村民のコミットメント、

リーダーに対する支持などの要因が被災後

の復興に影響していることが示された。 
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